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道内景気は、緩やかに持ち直している。

生産活動は横ばい圏内で推移している。需要面をみると、個人消費は、大型小売店販売額

が前年を上回るなど、緩やかに持ち直している。住宅投資は、前年を上回っている。設備投

資は、持ち直し基調にある。公共投資は、年度累計で前年を上回っている。観光は、新幹線

開業等により来道客数が増加している。輸出は、アジアや北米向けなどが減少した。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は、低水準が続いている。消費者

物価は、前年を下回っている。

現状判断DI（北海道） 
先行き判断DI（北海道） 
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で上昇

景気ウォッチャー調査

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～２か月ぶりに低下

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１１月の景気

の現状判断DI（北海道）は、前月を０．９ポイ

ント上回る４７．１となり、２か月連続で上昇し

た。また、横ばいを示す５０を１５か月連続で下

回った。

一方、景気の先行き判断DI（北海道）

は、前月を１．６ポイント上回る４８．０となっ

た。また、横ばいを示す５０を６か月連続で下

回った。

１０月の鉱工業生産指数は９３．５（前月比

▲２．２％）と２か月ぶりに低下。前年比（原

指数）では▲２．２％と２か月ぶりに低下し

た。

業種別では、前月に比べ、金属製品工業、

パルプ・紙・紙加工品工業など３業種が上昇

したが、石油・石炭製品工業、電気機械工

業、食料品工業など１３業種が低下した。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月連続で増加

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車 小型車 前年比（右目盛） 普通車 
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４．乗用車新車登録台数～３か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他 プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛） プロ野球 
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５．札幌ドーム来場者～２か月連続で増加

札幌ドーム 来場者数

（資料：�札幌ドーム）

１０月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比＋１．６％）は、２か月連続で前年

を上回った。

百貨店（前年比▲７．２％）は、衣料品、身

の回り品、飲食料品、その他のすべての品目

で前年を下回った。スーパー（同＋４．１％）

は、衣料品、身の回り品、飲食料品、その他

のすべての品目で前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比＋３．９％）

は、３７か月連続で前年を上回った。

１０月の乗用車新車登録台数は、１２，４１４台

（前年比＋１．１％）と３か月連続で前年を上

回った。車種別では、小型車（同▲６．３％）、

軽乗用車（同▲４．３％）が減少したが、普通

車（同＋１６．２％）が増加した。

４～１０月累計では、９９，３８０台（前年比

＋１．５％）と前年を上回っている。小型車

（同▲４．４％）、軽乗用車（同▲４．８％）は前年

を下回っているが、普通車（同＋１５．４％）が

前年を上回っている。

１０月の札幌ドームへの来場者数は３６９千人

（前年比＋１３２．６％）と５か月連続で前年を上

回った。内訳は、プロ野球が３０７千人（同

＋１０７．９％）、プロサッカーが１９千人（同全

増）、その他が４３千人（同＋２９１．３％）だっ

た。

１試合あたり来場者数は、プロ野球が

３８，３３１人（前年比＋４．０％）、プロサッカーが

１８，８６８人（同全増）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛） 分譲 
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６．住宅投資～３か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛） 

７．建築物着工床面積～４か月ぶりに増加

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～３か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証�ほか２社）

１０月の新設住宅着工戸数は、３，９９５戸（前

年比＋２０．６％）と３か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲３．７％）が

減少したが、貸家（同＋２６．３％）、分譲（同

＋８８．０％）が増加した。

４～１０月累計では、２５，４０８戸（前年比

＋１０．５％）と前年を上回っている。利用関係

別では、持家（同＋３．４％）、貸家（同

＋１４．７％）、分譲（同＋９．５％）が、いずれも

増加している。

１０月の民間非居住用建築物着工床面積は、

２１０，４０２㎡（前年比＋２４．６％）と４か月ぶり

に前年を上回った。業種別では、製造業（同

▲２７．２％）が前年を下回ったが、非製造業

（同＋３０．７％）が前年を上回った。

４～１０月累計では、１，３７７，０３６㎡（前年比

＋６．４％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同＋６１．０％）、非製造業（同

＋２．２％）が、いずれも前年を上回っている。

１１月の公共工事請負金額は、２０８億円（前

年比▲３９．４％）と３か月連続で前年を下回っ

た。発注者別では、国（同＋１０．６％）、北海

道（同＋３．３％）が前年を上回ったが、市町

村（同▲０．１％）が前年を下回った。この

他、前年の大型工事請負の反動減などによ

り、その他の発注者（同▲９２．２％）が前年を

下回った。

４～１１月累計では、請負金額６，８３７億円

（前年比＋３．８％）と前年を上回っている。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛） 
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９．来道客数～２４か月連続で増加

来道客数

（資料：�北海道観光振興機構）

%千人 

その他港湾 函館空港 旭川空港 新千歳空港 前年比（右目盛） 

-10

0

0

40

20

60

80

100

160

20

10

30

40

50

60

70

140

120

109876543228/1121127/10

１０．外国人入国者数～５か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出は１２か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

１０月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，２１４千人（前年比＋５．２％）と２４か月連

続で前年を上回った。輸送機関別では、航空

機（同＋０．４％）、JR（同＋９６．８％）、フェリー

（同＋３．２％）が、いずれも前年を上回った。

４～１０月累計では、８，５２６千人と前年を

６．７％上回っている。

１０月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１１４，７１３人（前年比＋１９．６％）と５か月

連続で増加した。４～１０月累計では、

７３１，０１１人（同＋１１．６％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が９７，４０５人

（前年比＋１９．１％）、旭川空港が４，３６７人（同

▲３８．０％）、函館空港が９，７１３人（同＋３９．５％）

だった。

１０月の道内貿易額は、輸出が前年比４２．２％

減の２６３億円、輸入が同２６．６％減の６７０億円

だった。

輸出は、鉄鋼や自動車の部分品、船舶など

が減少し、１２か月連続で前年を下回った。輸

入は、石油製品や原油及び粗油などが減少

し、１５か月連続で前年を下回った。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１月号

ｏ．２４６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2016.12.19 17.23.34  Page 4 



有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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１２．雇用情勢～改善が続く

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は前年比横ばい

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：�東京商工リサーチ）
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平成27年 
＝100.0

１４．消費者物価指数～１９か月連続で前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１０月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は１．０９倍（前年比＋０．０７ポイント）と８１か月

連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比２．６％減少し、３か

月ぶりに前年を下回った。業種別では、宿泊

業・飲食サービス業（同＋２２．９％）などが増

加したが、サービス業（同▲１９．１％）、卸売

業・小売業（同▲９．０％）などが減少した。

１１月の企業倒産は、件数が２１件（前年比

＋４０．０％）、負債総額が１７億円（同▲３８．４％）

だった。件数は４か月ぶりに前年比増加、負

債総額は６か月連続で前年を下回った。

業種別では、小売業が６件、建設業が５件

などとなった。

１０月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は９９．６（前月比＋０．１％）と２か月

連続で上昇した。前年比は▲０．６％と、１９か

月連続で前年を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、９月

の動向をみると、食料品、日用雑貨等の価格

は、生鮮野菜で値上がりした品目があるもの

の、概ね安定して推移している。石油製品の

価格は、前月に比べ値上がりしている。

道内経済の動き
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29282726252423222120191817
（年度） 

実質経済成長率  （％） 北海道 全国 

（注）１. 全国は内閣府調べ。２８、２９年度は日本銀行政策委員「大勢見通し」（１０月時点）の中央値。 
　　　２. 北海道は北海道経済部調べ。２６年度以降は当行推計。 
　　　３. 平成１７暦年基準、全国は連鎖価格方式。北海道は固定基準年方式。 

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

-1.0

-2.0

-3.0

-4.0

1.9 1.8

△3.7

1.8

△2.9
△2.4

△0.7

0.4

△1.7

0.4 0.8△0.0 0.5 0.3

0.9

2.8

0.5 0.7

2.0

0.9
1.3

1.0

△2.0

3.5

0.9

△0.9

北海道経済の現状は、緩やかに持ち直している。個人消費は、一部に弱さがみられる

ものの、底堅い動きが続いている。設備投資は堅調に推移している。住宅投資、公共投

資は前年を上回っている。この間、景況感は現状判断・先行き判断とも上昇に転じてい

る。

平成２９年度の北海道経済を需要項目別に展望すると、個人消費は雇用・所得環境の改

善に加え、物価上昇率が低位にとどまることが見込まれることから、持ち直し基調が続

こう。住宅投資は、低金利が続くことから貸家を中心に増加しよう。設備投資は、観光

関連やエネルギー分野での投資が見込まれるほか、再開発事業の進行により堅調に推移

しよう。公共投資は、経済対策の執行が本格化し、高水準を維持しよう。海外経済の持

ち直しや観光客の入り込み増加を背景に、移輸出は増加しよう。この結果、実質経済成

長率は０．７％（２８年度０．８％）、名目経済成長率は１．０％（同０．９％）となろう。
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１．平成２８年度北海道経済の概況

（１）国内経済の動向

現状の国内経済は、７～９月期の国内総生

産（四半期別GDP・１次速報値）が前期比＋

０．５％（年率＋２．２％）と、３四半期連続のプ

ラス成長となり、景気は緩やかな回復が続い

ている（図表１）。円高・株安の進行や天候

不順の影響から個人消費が２四半期連続で小

幅な伸びにとどまったほか、民間企業設備も

前期比横ばいにとどまるなど、内需は停滞感

が残るものの、輸出の持ち直しが景気を押し

上げている。

先行きについて、個人消費は、雇用・所得

環境の改善や物価上昇率が低位にとどまるこ

とを背景に、緩やかに持ち直そう。住宅投資

は、金利の低水準が続いていることから増勢

が続こう。設備投資は、足元で円高進行が一

服していることで企業マインドが持ち直し、

小幅ながら増加しよう。公共投資は、８月に

成立した平成２８年度２次補正予算による大型

経済対策の効果が年度末にかけて徐々に現れ

はじめ、景気を下支えしよう。輸出は、海外

経済の回復が続くことが見込まれ、緩やかに

持ち直そう。

これらのことから国内経済は、引き続き緩

やかな回復軌道をたどるものとみられる。

（２）北海道経済の動向

現状の北海道経済は、８月に相次いで上陸

した台風による天候不良などを受け一時的に

景況感が悪化したものの、緩やかに持ち直し

ている。個人消費は一部に弱い動きがみられ

るものの、底堅い動きが続いている。設備投

資は堅調に推移している。住宅投資や公共投

資は前年を上回っている。この間、内閣府が

発表した１０月の『景気ウォッチャー調査』で

は、北海道の景気の現状判断DI、先行き判

断DIは、ともに上昇に転じている（図表

２）。

今後を展望すると、個人消費は、雇用・所

得環境の改善から持ち直し基調が続こう。住

宅投資は、金利低下や所得の改善により、堅

調な推移が続こう。設備投資は、年度後半に

かけて企業の投資マインドがさらに高まろ

う。公共投資は、補正予算の執行や台風被害

の復旧工事の本格化により、前年を上回ろ

う。観光関連では、外国人観光客や国内客の

増勢が続き、好調が続こう。

以上のような経済状況を勘案すると、平成

２８年度の道内経済成長率は、実質成長率

０．８％（２７年度０．５％）、名目成長率０．９％（同

０．８％）となろう。

図表１ 図表２実質GDP成長率の内訳（全国） 景気ウォッチャー調査（北海道）

（資料：内閣府「四半期別GDP速報 ２０１６年７‐９月期・１次速報）」 （資料：内閣府）
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２．平成２９年度北海道経済の見通し

（１）国内経済の概要

平成２９年度の国内経済は、内需では、個人

消費や設備投資の持ち直し基調が続くほか、

年度前半を中心に、大型経済対策の執行が進

むことも景気の押し上げに寄与しよう。外需

では、海外経済が回復基調を保つことを背景

に、輸出が緩やかに増加しよう。以上のこと

から、国内経済は緩やかな景気回復の動きが

続こう。

需要面をみると、個人消費は、春闘での大

幅な賃上げこそ見込み難いものの、最低賃金

の引き上げ等が加わり、賃金水準が徐々に底

上げされるほか、人手不足に起因する雇用者

数の増加も見込まれ、緩やかな持ち直しの動

きが続こう。住宅投資は、金利が史上最低水

準にある中、住宅着工戸数は当面高水準を維

持しよう。設備投資は、企業業績の改善を背

景として、持ち直しの動きを強めよう。公共

投資は、大型経済対策の執行が進み、景気を

押し上げよう。輸出は、海外経済の持ち直し

が進み、増加基調を維持しよう。

（２）北海道経済の概要

北海道経済は、公共投資が景気を下支えす

る中、個人消費や設備投資も底堅い推移が見

込まれ、持ち直し基調を維持しよう。

需要面をみると、個人消費は雇用・所得環

境の改善に加え、物価上昇率が低位にとどま

ることが見込まれることから、持ち直し基調

が続こう。住宅投資は、低金利が続くことか

ら貸家を中心に増加しよう。設備投資は、観

光関連やエネルギー分野での投資が見込まれ

るほか、再開発事業の進行により堅調に推移

しよう。公共投資は、経済対策の執行が本格

化し、高水準を維持しよう。海外経済の持ち

直しや観光客の入り込み増加を背景に、移輸

出は増加しよう。

物価の動向をみると、天候不順の影響から

生鮮食品の価格は高騰しているが、円高進行

の影響や原油価格下落に伴うエネルギー価格

の低下により、消費者物価指数（生鮮食品を

除く総合）は前年を下回る月が続いている

（図表３）。物価の先行きを展望すると、原油

価格が海外経済の回復に伴い緩やかな上昇基

調にあることや（図表４）、円高進行が一服

し物価下押し圧力が当面は剥落することで、

諸物価は徐々に上昇していこう。しかしなが

ら、個人消費の改善ペースが緩やかである中

図表３ 図表４消費者物価指数（北海道）
（前年同月比）

原油価格の推移

（資料：総務省、北海道） （資料：IMF）
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で、物価上昇ペースは緩慢なものにとどまろ

う。

以上のような経済状況を勘案すると、平成

２９年度の道内経済成長率は実質成長率０．７％

（２８年度０．８％）、名目成長率１．０％（同

０．９％）となり、３年連続のプラス成長とな

ろう。

３．道内総生産（支出側）の動向

（１）民間最終消費支出

足元の状況をみると、外国人客の「爆買

い」沈静化の影響を受けるなどした百貨店販

売額が前年を下回るなど、一部に弱い動きが

みられる。しかしながら、飲食料品を中心と

してスーパー販売額は６四半期連続で前年を

上回っているほか、乗用車販売も、ハイブ

リッド車の新型車発売以降、普通車の販売が

伸びているなど、持ち直しの動きがみられて

おり、個人消費関連指標は底堅い動きが続い

ている（図表５、６）。

個人消費に影響を与える道内の雇用・所得

環境について概観すると、当行が８月から９

月にかけて行った雇用動向に関する調査にお

いて、６割の企業が「人手が不足している」

図表５ 図表７大型店等販売額（北海道）
（前年同月比）

業種別の人員過不足感

雇用判断DI：人員が「過剰とした企業の割合」－「不足とした企業の割合」
（資料：北洋銀行「道内企業の雇用の現状等について」）（資料：北海道経済産業局）

図表６ 図表８乗用車新車登録台数（北海道）
（前年同月比）

雇用者数の推移（北海道）

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会） （資料：総務省、北海道「労働力調査」）
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と回答した（図表７）。企業の人手不足感が

一段と強まる中で、有効求人倍率は６年以上

にわたって前年を上回っているほか、新規求

人数も、依然としてパート従業員の求人が３

割程度を占めているものの増加が続いてい

る。これらの動きを受けて、雇用者数も増加

傾向にあり、雇用環境は改善基調が続こう

（図表８）。

所得環境については、人員確保の観点から

賃上げによる従業員の待遇改善の動きが幅広

い業種で広がっていることや、時間外労働時

間の増加などを受けて、２８年６月以降の現金

給与総額は前年を上回っている（図表９）。

また、最低賃金の引き上げ（２８年１０月以降道

内最低賃金は７６４円／時から７８６円／時）など

も雇用環境の改善を通じて道内全体の所得増

加に寄与しよう。

以上のように、雇用・所得環境は今後も改

善が見込まれる。足元では天候不順の影響に

よる生鮮食品値上がりの影響が懸念されるも

のの、原油価格の上昇ペースが緩やかなこと

もあり、物価上昇率は低位にとどまることが

見込まれることから、個人消費は持ち直し基

調が続こう。

この結果、民間最終消費支出は、実質成長

率０．２％、名目成長率０．５％となろう。

（２）政府最終消費支出

平成２７年国勢調査において、北海道の高齢

者（６５歳以上）人口は前回調査（平成２２年）

に比べ１４．８％増加、総人口に占める割合は

２４．７％から２９．１％へ４．４ポイント上昇と、高

齢化が一段と進んでいる。一方で、平成２８年

度の診療報酬改訂では、診療報酬は全体で

０．８４％の引き下げが図られているものの、前

述のような高齢者人口の増加を受けて、政府

最終消費支出の約４割を占める現物社会給付

（医療費・介護費など）は増加が続こう。

また、平成２８年度の道職員給与は平均で

０．１７％引き上げられるなど、北海道および市

町村の給与は民間給与との格差を踏まえた引

き上げが実施されており、政府最終消費支出

の押し上げに寄与しよう（図表１０）。

この結果、政府最終消費支出は、実質成長

率０．６％、名目成長率０．７％となろう。

（３）住宅投資

平成２８年４～９月の新設住宅着工戸数は、

予定されていた消費税率の再引き上げを意識

した駆け込み着工もあり、前年を上回る水準

で推移した。消費増税が延期されたことによ

り新たな駆け込み着工は見込めないものの、

日本銀行のマイナス金利政策によって借入金

図表９ 図表１０賃金、労働時間の推移（北海道）
（前年同月比）

道内医療費、道・市町村人件費
（前年同月比）

（資料：医療費～厚生労働省「制度別医療機関種類別医療費」よ
り当行作成、２８年度以降は当行推計）

（資料：人件費～総務省「都道府県決算状況調」及び「市町村別
決算状況調」より当行作成、２７年度以降は当行推計）（資料：厚生労働省、北海道「毎月勤労統計調査」）
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利水準が低下しているほか、雇用・所得環境

の改善も住宅購入マインドの下支えとなるこ

とが見込まれ、住宅投資は当面は堅調な推移

が続こう。

平成２９年度について住宅の利用目的別に展

望すると、貸家は、相続対策を目的とした投

資が引き続き見込まれるほか、低金利を背景

とした収益獲得目的の不動産投資が進み、当

面増勢を維持しよう。持家および分譲戸建て

は、所得環境の改善や金利低下に支えられ、

ほぼ前年並の水準となろう。分譲マンション

は、人件費・労務費や資材価格の上昇を背景

として販売価格が高止まりしている中で、開

発事業者の慎重姿勢が続くことが見込まれ、

前年を下回ろう。

これらを勘案すると、住宅着工戸数は、持

家が１１，２５０戸、貸家が２１，０００戸、分譲が

３，５００戸（分譲マンション１，５５０戸、分譲戸建

１，９５０戸）、給与（社宅）が２５０戸、合計

３６，０００戸程度となり、２８年度実績見込み

（３５，９００戸）を１００戸程度上回ろう（図表

１１）。

この結果、住宅投資は、実質成長率０．５％、

名目成長率１．０％となろう。

（４）設備投資

平成２８年４～９月に着工された民間非居住

用建築物の工事予定額は前年比を６．４％下

回っているものの、依然として堅調に推移し

ている（図表１２）。道外客・外国人客の増加

に対応したホテルの新築・改装が相次いでい

るなど、北海道の主力産業である観光関連業

種での設備投資がみられるほか、物流施設の

新設や農業関連施設の建設などが進んでい

る。当行が四半期ごとに実施している経営動

向調査においても、設備投資実施企業数は前

年並の水準で底堅く推移している（図表

１３）。年度後半にかけては、公共工事予算の

執行が進むことなどを受けて建設資材などの

需要増加が見込まれ、金属製品製造業などを

中心に企業の設備投資マインドは高まろう。

図表１２ 民間非居住用建築物（北海道）
（工事費予定額）

（資料：国土交通省）

図表１１ 図表１３住宅着工戸数の推移（北海道） 設備投資実施企業の割合

（資料：国土交通省、２８年度以降は当行推計） （資料：北洋銀行「道内企業の経営動向調査」）
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平成２９年度を展望すると、引き続き北海道

の主力産業である食と観光に関連した設備投

資は堅調に推移しよう。また、札幌市を始め

道内中核都市で複数の再開発事業が進行中で

あり、全体の押し上げに寄与しよう（図表

１４）。この他、エネルギー分野では、再生可

能エネルギー利用を目的とした大型投資も見

込まれる。

この結果、設備投資は、実質成長率０．２％、

名目成長率０．４％となろう。

（５）公共投資

足元の公共工事請負金額をみると、２８年４

～１０月の累計金額は前年同期比＋６．１％と増

加している。年度後半に向けて予算執行が進

むほか、台風被害の復旧工事が本格化してい

くことから、平成２８年度の公共投資は前年を

上回ろう。

平成２９年度については、平成２８年度２次補

正予算による大型経済対策（北海道の公共事

業費は９５７億円）の効果が本格的に現れ、景

気を下支えしよう。また、北海道新幹線札幌

延伸工事の発注増加なども見込まれることか

ら、公共投資は高水準を維持しよう（図表

１５、１６）。

この結果、公共投資は、実質経済成長率

３．７％、名目成長率４．１％となろう。

（６）域際取引

（Ａ）移輸出

円高の進展や外需の伸び悩みにより鉄鋼の

輸出が数量・金額ともに落ち込んでいるほ

か、これまで輸出を牽引してきたホタテ貝の

減産などの影響が残っている。また、特殊要

因として、定期点検に伴う石油化学工場の操

業休止に伴い、石油製品や化学製品の輸出も

減少しており、財の輸出は前年を下回ろう。

図表１４ 道内での再開発事業の例

（資料：新聞報道、市町村ホームページなどを基に当行作成）

図表１５ 図表１６公共工事請負金額（北海道） 整備新幹線事業費

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社、２８年度以降は当行推計） （資料：国土交通省資料などを基に当行作成）
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一方、外国人観光客による道内での消費は、

相対的に所得が低い層の割合が増加している

ことや購入品目の変化により客単価が低下し

ているものの、入り込み客数自体は増加が続

いており、引き続き前年を上回るとみられる

（図表１７、１８）。国内向けの移出については、

国内経済の持ち直し基調が続いていること

や、北海道新幹線開業に伴う来道者の増加が

寄与し、増加しよう（図表１９）。

平成２９年度については、海外経済の持ち直

しに伴い鉄鋼などの輸出が増加基調で推移す

るほか、「北海道ブランド」人気を背景として、

長いもなどをはじめとした農畜産品の出荷増

が見込まれる。更に、石油製品や化学製品の

輸出も通常ペースに復することから、財の輸

出は増加に転じよう。財の移出は内需の堅調

推移により前年を上回ろう。観光関連では、

新規航空路線の開設や、クルーズ客船の寄港

増加などよって需要が掘り起こされ、観光客

の入り込みは増加基調が続くとみられる。

この結果、移輸出は、実質成長率１．４％、

名目成長率１．７％となろう。

（Ｂ）移輸入

平成２８年４～９月の貿易統計をみると、円

高・原油安による単価低下に加え、定期点検

による石油化学工場の操業休止もあり、大き

なウェイトを占める原油・粗油の輸入額が大

幅に減少している。今後は原油価格下落の影

響が一巡するが、年度前半の落ち込みの影響

が大きく、輸入は前年を下回ろう。一方、移

入は道内需要（個人消費・民間設備投資・公

図表１７ 図表１９外国人来道者の世帯年収別割合 利用交通機関別の来道客数

（資料：観光庁「訪日外国人消費動向調査」） （資料：�北海道観光振興機構）

図表１８ 図表２０訪日外国人来道者数（実人数） 域際収支（北海道）

（資料：北海道経済部、２８年度以降は当行推計）
※平成２２年度以降は新算定方式により調査しており、それ以前の
数値とは接続しない （資料：北海道経済部、２７年度以降は当行推計）
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共投資など）の持ち直しにより増加しよう。

平成２９年度を展望すると、輸入は、円高の

進行等による単価低下の影響が剥落する他、

水産部門では道内の漁獲量減少を受けて輸入

原料確保の動きが強まることが見込まれる。

移入は、道内需要の持ち直しにより増加基調

が続こう（図表２０）。

この結果、移輸入は、実質成長率０．６％、

名目成長率１．１％となろう。

４．道内総生産（生産側）の動向

（１）一次産業

平成２８年度は、一連の台風被害などによ

り、一部の作物で収穫量減少を見込むもの

の、米の価格上昇（作付面積減少等により収

穫量は減少するが、在庫減少による需給が引

き締まる）や、生乳の生産量増加・乳価引き

上げが全体を押し上げ、総生産は前年並の水

準となるとみられる。平成２９年度の耕作部門

は、稲作の作況が平年並みとすると、米の収

穫量は前年を下回るが、ブランド米の作付け

増加や生産調整の進展により価格上昇が見込

まれ、生産額は増加しよう。また、畜産部門

も生乳生産量が増産基調を維持することが見

込まれる。総じてみれば、農業の総生産は

０．７％増となろう（図表２１）。

林業は、住宅着工戸数の増加が見込まれる

ことから幾分回復し、総生産は０．１％増とな

ろう。

水産業は、生産額の３割超を占めるホタテ

貝が、平成２６年１２月の爆弾低気圧の影響（オ

ホーツク海産）や、稚貝のへい死に加えて台

風の高波による養殖施設への被害（噴火湾

産）などにより大幅な減産が見込まれるほ

か、サケやサンマなどの主力魚種も漁獲量を

落としている。魚価は高騰しているが、漁獲

量減少を補うまでには至らず、平成２８年度の

総生産は前年を大きく下回るとみられる。平

成２９年度については、輪採制を採用するオ

ホーツク海産ホタテ貝では爆弾低気圧の影響

が残っており低調が続くが、その他の主力魚

種は平成２８年度の記録的な不漁から幾分持ち

直すと見込んだ。一方で魚価は品薄から高止

まりが続くとみられ、総生産は６．４％増が見

込まれる（図表２２）。

この結果、一次産業の総生産は１．９％増と

なろう。

図表２１ 図表２２水稲の収穫量（北海道） 漁獲金額の推移（北海道）

（資料：農林水産省「作況調査」、２９年は当行推計） （資料：北海道「北海道水産現勢」、２８年以降は当行推計）
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（２）二次産業

足元の状況をみると、北海道内の鉱工業生

産活動の全体的な水準の推移を示す鉱工業生

産指数は概ね横ばい水準で推移している。（平

成２８年４～６月期：季節調整済前期比▲

０．２％、７～９月期：同＋１．６％）。年度後半

にかけては、公共工事の増加などに伴う需要

増加により、製造業の生産水準は持ち直しの

動きを強めるものとみられる。平成２９年度を

展望すると、漁獲量の不振や農作物への台風

被害による原材料調達難などから、年度前半

を中心に食料品工業の停滞が懸念されるもの

の、建設需要の増加に伴い「金属製品工業」

や「窯業・土石製品工業」などで増産が見込

まれるほか、海外需要の持ち直しに伴い「輸

送用機械工業」、「電気機械工業」なども生産

水準を高めよう。また、前年に定期点検によ

る操業停止があった「石油・石炭製品工業」

などの生産が通常ペースに復することも全体

の押し上げに寄与するとみられる。総じてみ

れば、製造業の総生産は前年比１．８％増とな

ろう。

建設業は、住宅着工戸数や民間設備投資、

公共投資の増加が見込まれることから、総生

産は前年比４．８％増となろう。

この結果、二次産業の総生産は前年比

３．２％増となろう。

（３）三次産業

平成２８年度は、金利水準低下を受けて「金

融・保険業」の収益低下が見込まれる一方、

個人消費が持ち直し基調を維持していること

や、道外・外国人観光客の入込増加が下支え

となり「卸・小売業」や「運輸業」などの業

績が堅調に推移しよう。

平成２９年度についてみると、「卸・小売

業」は、雇用・所得環境の改善や建設需要の

増加を背景として底堅く推移しよう。「運輸

業」は新規航空路線の開設などによる旅客の

増加や、道内・国内経済の持ち直しに伴う物

流の活発化が見込まれ、前年を上回ろう。ま

た、「サービス業」では、ホテルなどで客室

改装による単価上昇が見込まれるほか、高齢

化の進展を背景として医療・介護なども安定

した推移となろう。

この結果、三次産業の総生産は、前年比

０．４％増となろう。

（平成２８年１２月５日 公表）
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統計表１ 道内総生産（支出側）
（単位：億円、％）

項 目

名 目 値 （ ）内は前年度比伸び率 実 質 成 長 率

２７年度

（実績見込み）

２８年度

（見通し）

２９年度

（見通し）
２７年度 ２８年度 ２９年度

民間最終

消費支出

１１４，６３２

（△０．２）

１１４，９３３

（０．３）

１１５，５１０

（０．５）
４．７ １．６ △０．６

政府最終

消費支出

４８，５９９

（０．９）

４８，９４９

（０．７）

４９，２７４

（０．７）
０．３ ０．９ ０．７

総固定

資本形成

３５，０４０

（△０．３）

３５，８６９

（２．４）

３６，６２８

（２．１）
０．４ ０．７ ０．８

住宅投資

設備投資

公共投資

４，８２２

（４．２）

１４，９３８

（２．６）

１５，２７９

（△４．２）

４，９５１

（２．７）

１５，０９６

（１．１）

１５，８２２

（３．５）

４，９９８

（１．０）

１５，１６０

（０．４）

１６，４７０

（４．１）

６．２

４．７

４．３

０．２

△０．９

５．１

△２．６

３．３

△４．３

移 輸 出 ６６，３９６

（０．４）

６６，３０５

（△０．１）

６７，４５３

（１．７）
△０．６ １．９ ０．８

移 輸 入

（控 除）

７９，２１８

（△１．６）

７８，５７７

（△０．８）

７９，４５８

（１．１）
０．２ １．８ ０．７

道内総生産

（支出側）

１８５，６９４

（０．８）

１８７，３６６

（０．９）

１８９，２１９

（１．０）
０．９ ０．９ ０．５

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。

統計表２ 実質成長率の増加寄与度
（単位：％）

項 目 ２８年度 ２９年度 ３０年度

民間最終消費支出
政府最終消費支出
総固定資本形成

０．２
０．１
０．８

０．６
０．２
０．３

０．４
０．２
△０．１

住宅投資
設備投資
公共投資

０．０
０．４
０．３

０．０
△０．１
０．３

△０．１
０．３
△０．３

移輸出
移輸入 （控除）

△０．２
０．１

０．６
０．７

０．２
０．３

道内総生産（支出側） ０．９ ０．９ ０．５

在庫増・統計上の不突合を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。
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統計表３ 道内総生産（生産側）
（単位：億円、％）

項 目
２７年度

（実績見込み）

２８年度

（見通し）

２９年度

（見通し）

前 年 度 比 伸 び 率

２７年度 ２８年度 ２９年度

一次産業

農 業

林 業

水 産 業

７，５１７

５，５３１

２６０

１，７２７

７，３８１

５，５３９

２７０

１，５７３

７，５２３

５，５８０

２７０

１，６７３

１．３

０．８

０．２

２．９

△１．８

０．２

３．８

△８．９

１．９

０．７

０．１

６．４

二次産業

鉱 業

製 造 業

建 設 業

３０，２３８

１９１

１６，０５８

１３，９８８

３１，１４９

１９１

１６，４１４

１４，５４４

３２，１４７

１９７

１６，７０４

１５，２４７

０．９

△５．５

２．５

△０．７

３．０

△０．３

２．２

４．０

３．２

２．９

１．８

４．８

三次産業

卸・小売業

金融・保険・
不 動 産 業

電気・運輸・
サービス業

政府・対家
計サービス

１４７，３２６

２５，１３５

２８，１２６

６５，４１５

２，３８３

１４８，４４９

２５，３５３

２７，９１０

６６，４３９

２，２３９

１４９，０８０

２５，４０２

２７，９７６

６６，９６０

２，３０９

０．９

０．６

△０．０

１．８

０．２

０．８

０．９

△０．８

１．６

０．３

０．４

０．２

０．２

０．８

△０．０

道内総生産

（生産側）
１８５，６９４ １８７，３６６ １８９，２１９ ０．８ ０．９ １．０

輸入品に課される税・関税、資本形成に係る消費税等を除いているので、合計は道内総生産と一致しない。
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１月号

２０１４年９月号、２０１６年４月号と本紙面をお借りして同名のテーマ「ドラッカーの名言から学ぶ

マネジメント入門」をお伝えしました。テーマは今回も事業を中心に取り上げます。前２回の記

事を復習してから読んでいただければより一層理解が深まると思います。皆様の実践とマネジメ

ント力向上の一助となれば幸いです。

本論に入る前にドラッカー教授の言葉に学ぶ意味をお伝えしておきたいと思います。

ドラッカー教授の「言葉」は単に理解する対象ではなく、実践して成果を出すためにありま

す。

言葉はマネジメントの道具です。文中に「記憶」して下さいとあえて書いてあるのはその一端

です。言葉から学ぶとは言葉を身体能力化することにほかなりません。

１．事業の定義を身につける（前回の復習から）

「事業とは何か」と問われて即答できる方は多くはありません。ドラッカー教授は、事業の定

義を簡明に表現します。

事業とは、市場において知識という資源を経済価値に転換するプロセスである。

『創造する経営者』（１９６４）p．１１４

このシンプルな言葉に事業の３つの要素が含まれています。言葉を換えると事業を検討する際

には、次の３つの点を徹底して考えて実現させる必要があるということです。

① 事業とはプロセスであること

② そのプロセスに知識という資源を投入すること（インプットの側面）

③ そのプロセスから経済価値を生み出すこと（アウトプットの側面）

是非、この言葉を記憶して活用して下さい。これにより事業をブラッシュアップする際の基礎

が出来上がります。

第一に、経済価値と表現された顧客価値をどのように高めるかを考えなければなりません（ア

ウトプット）。第二に、そのためにどんな知識を蓄積すれば事業の価値や独自性が高まるかを考

えなければなりません（インプット）。第三に、これらインプットとアウトプットをつなぐプロ

経営のアドバイス

ドラッカーの名言から学ぶ
マネジメント入門 その３

ドラッカー学会理事
佐藤等公認会計士事務所

佐藤 等
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セス、つまりどのような事業活動を生産的に行うかを考えなければなりません。このように定義

を知っていれば、常に何に意識を向けなければならないかがわかります。

２．「顧客にとっての価値は何か」を問う

さて、前回（２０１６年４月号）は事業のインプットの側面に焦点を合わせました。今回はアウト

プットの側面を中心に話を進めます。

経済価値とは「顧客にとっての価値」のことです。それは「顧客は何にお金を払っているの

か」を問うことです。顧客満足などという曖昧なものではいけません。なぜか？

それは当たり前のことだからです。つまり、どの顧客も皆、最終的には満足を買っているから

です。ドラッカー教授の言葉です。

顧客は、満足を買っている。しかし誰も、顧客満足そのものを生産したり供給したりはできな

い。満足を得るための手段をつくって引き渡せるにすぎない。

『創造する経営者』（１９６４）p．１１８

大切なのは、私たちが提供している製品やサービスは手段にすぎず、満足そのものではないと

いうことです。このことは顧客満足そのものを提供することはできないということを意味してい

ます。したがって私たちが意識すべきは、顧客満足ではなく「顧客にとっての価値は何か」で

す。

ドラッカー教授は『経営者に贈る５つの質問』という著作の中で第二の問いとして「顧客に

とっての価値は何か」を問うことを求めました。それだけ重要な問いということです。記憶して

活用しましょう。これらは以下のように整理することができます。

顧客にとっての手段 ⇔ 顧客にとっての価値 ⇔ 顧客にとっての目的

＜製品やサービス＞ ＜顧客満足＞

３．顧客に聞く

顧客や市場について、企業が知っていると考えていることは、正しいことよりも間違っているこ

とのほうが多い。顧客と市場を知っているのはただ一人、顧客本人である。

『創造する経営者』（１９６４）p．１１８
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多くの企業で顧客や市場について間違った理解をしています。こんな事例があります。

利用者が４０年間毎年２～３％減少している企業がありました。地域の路線バスや観光用貸切

バス事業などを運営する１９２６年創業の北海道帯広市にある十勝バスという企業です。

地方の路線バス事業は全国どこでも何十年にもわたり乗客数が減少し、補助金を受けながら

地域の交通インフラを何とか維持しています。同社も例外ではありませんでした。

路線バス事業者は対象顧客が広範であり、営業強化はできないと半ばあきらめ、業界にノウ

ハウも蓄積されていませんでした。それゆえ路線の効率化や人件費削減などによって減収分に

対応してきました。

そんな中、２００８年に原油が高騰します。事業の存続自体が厳しく、顧客を増やすこと以外に

選択肢はなくなりました。ここではじめてドラッカー教授が言う、事業の目的である顧客の創

造に挑戦することになります。

社長の野村文吾さんは読書会で出会った言葉を実行に移しました。まず非顧客（ノンカスタ

マー）の声を聞くことから始めました。戸別訪問し、「路線バスに乗っていますか」と問いか

け、乗車しない理由を聞いたのです。「行きたい方向への路線がない」など不便であるとの理由

が大半でした。それは会社が考えていた答えと同じでした。

しかし「年１回でもいいんです。１回ぐらいなら、行きたい方向へ向かうバスがあるんじゃ

ないですか」とさらに聞いていくと「よく考えたら、バスがどこに向かっているかを知らない

んだ。前と後ろ、どちらから乗ればいいのか知らないし、料金も分らない。だからちょっと怖

いんだよな」と予想外の答えが返ってきたのです。

こうして突き詰めていくと実は「乗り方が分からない」という真の理由がわかってきまし

た。不便ではなく不安が理由で乗車していないことがわかりました。そこで同社は、バスマッ

プの中にバスの乗り方を図入りで示したり、地域のケーブルテレビで乗り方をPRしたりする

など不安解消に努めました。

さらに個別訪問を繰り返すとこんな声も聞こえてきました。「病院にいくのにバスを使いた

い」、「スーパーに行くのにバスを使いたい」。不思議でなりませんでした。なぜなら主要施設

にはバスが通るように路線が設計されているからです。顧客に伝わっていない…という現実を

初めて知りました。

こうしてできたのが「目的別時刻表」でした。町内会や停留所ごとにエリアを絞り、乗り方

を告知する案内を戸別に配布しました。市役所に行くなら○時の○番のバス、○○病院ならこ

のバスと目的別に情報を伝えたのです。手探りで始めたものでしたが、最初の１路線が終わる

ころには、利用者が２割増えていたのです。

さらに２年、戸別訪問と改善を積み重ね２０１１年実に４０年間減じていた全社の利用者数をプラ

スに転じさせることに成功したのです。
拙著『実践するドラッカー〔事業編〕』及び

『ドラッカーを読んだら会社が変わった』より作成
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会社は顧客のことを理解しているつもりでした。しかし誤解していたのです。顧客は「不便だ

から」乗らなかったのではなく「不安だから」乗らなかったのです。皆さんの会社は顧客のこと

をどれだけ理解しているでしょうか。

４．マネジメントとは実践することである

マネジメントとは実践である。その本質は知ることではなく、行うことにある。その評価は、理

論ではなく成果によって定まる。主役は成果である。

『マネジメント＜上＞』（１９７３）まえがき�

十勝バスの取り組みは徹底したものでした。３年間で１，０００世帯の戸別訪問を繰り返し、徹底

したのです。この事例から学びとるべきことは実に沢山あります。

最大の学びはドラッカー教授の言葉を徹底的に活用したことです。言葉（名言）は理解するも

のではなく、実践して成果をあげるための道具です。

もう一つは「一言を実践する」ということです。十勝バスが実践した言葉は、「ノンカスタ

マーに聞け」というとてもシンプルなものでした。しかも３年間徹底的に実践したのです。

マネジメントに教科書も先生も存在しません。筆者は何年にもわたって古今東西のマネジメン

トの教科書を探しましたが発見できませんでした。この事実は、マネジメントは座学で習得でき

るものではないことを示しています。マネジメント能力をつけるということは、一つ一つの言葉

を身体能力化してゆくことにほかならないのです。

５．予期せぬものを知る

話を本線に戻しましょう。事業が生み出す顧客価値についてです。

本当に重要な問いは、次のような稀にしか提起されない問いである。しかし、それらの問いこ

そ、われわれに予期せぬものを教えてくれるものである。

『創造する経営者』（１９６４）p．１３０

ドラッカー教授が挙げた「本当に重要な問い」の代表例が「ノンカスタマーはなぜ私たちの顧

客になっていないのか」です。「顧客にとっての価値は何か」を知るためにとても有効な問いで

す。十勝バスの事例のように自分たちの誤解を解き、イノベーションの鍵となる重要な情報を手

にすることができるからです。
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この問いは、通常のマーケティング分析では用いられないものです。マーケティング分析の死

角ともいうべきものです。その他にドラッカー教授が列挙した問いの一部を挙げます。

① 顧客はお金と時間を何に使っているのか

② いかなる状況がわが社の製品やサービスなしでもすむようにしてしまうか

③ 競争相手になっていない者は誰か。それはなぜか

④ わが社は、誰の競争相手にまだなっていないか

⑤ 完全に不合理に見える顧客の行動は何か

このように問いかけることで「予期せぬもの」（情報）を手に入れることができます。予期せぬ

ものとは自分たちの知覚のアンテナの外にあるものです。つまり意識できない領域にある情報と

いうことです。十勝バスの事例では「不安」は意識できない領域にあった情報でした。

真に価値ある情報とはそういう領域に存在しています。ドラッカー教授の問いは意識の領域を

広げるためのものです。有効な問いを活用する習慣を身につければ、重要な情報を手に入れるこ

とができます。

６．価値、欲求、現実を知る

今回は事業のアウトプットの側面について、つまり経済価値に焦点を当てています。最終的に

は「顧客にとっての価値は何か」を知ることにありますが、なかなか明確にならない時には次の

言葉が重要です。

顧客が知りたいことは、製品なりサービスなりが、どれだけのことをしてくれるかだけである。

顧客にとっての関心は、自分にとっての価値、欲求、現実である。

『マネジメント＜上＞』（１９７３）p．１００

まず重要なことは顧客目線で物事を観たり、考えたりすることです。実はこれが難しいので

す。たとえば、私たちが通常使うマーケティング用語に「顧客ターゲット」がありますが企業目

線の言葉の典型です。顧客を標的にするのではなく、本来、標的にされるのは企業でなければな

りません。知らずしらずに企業目線になる罠があちらこちらにあることに注意しましょう。

ドラッカー教授のマーケティングとは顧客目線になることだといっても過言ではありません。

それゆえ「顧客にとっての」価値を問うのです。上記のドラッカー教授の言葉を実践で用いる重

要ポイントは＜価値⇔欲求⇔現実＞です。

価値の前提に欲求があり、さらに欲求の前提に現実があるのです。バスを利用したいという欲

求の前に不安という現実があったのです。このことから十勝バス株式会社の野村社長は重要な気

づきを得ます。
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顧客にとってバスは手段にすぎない。

真の目的を知ることが重要だ。

それゆえ手段の良き提供者に徹しなければならない。

実はこの当然すぎるように見える気づきはどんな事業にも当てはまります。「あなたの事業が手

段にすぎないとしたら、顧客の真の目的は何ですか」と問うことで「顧客にとっての価値」が明

らかになってきます。

最後に「事業とは、市場において知識という資源を経済価値に転換するプロセスである」は記

憶しましたか。言葉は道具です。記憶していない言葉は、使うことができません。言葉を実践で

どのように使うか試行錯誤した結果として成果は手に入るものなのです。

マネジメント能力を身につけることは、今必要な一言を手に入れることから始まります。その

ためにはドラッカー教授の言葉に触れる機会をもつことが重要です。読者の皆さんのマネジメン

ト能力の向上を大いに期待しつつ筆をおきます。

＜執筆者紹介＞
１９６１年函館市生まれ。ドラッカー学会理事。小樽商科大学大学院商学研究科修士課程修了。佐藤等公
認会計士事務所所長。株式会社ヒューマン・キャピタル・マネジメント取締役副社長。

新たな「知」、新たな「出会い」が新しい価値を創造する、をテーマにした会員制組織であるナレッ
ジプラザのアドバイザーで佐藤等公認会計士事務所所長。会計士として２０年以上経営をする傍ら、ピー
ター・F・ドラッカーを研究し「実践するドラッカー」シリーズの編著を手がけたドラッカーマネジメ
ントの実践研究の第一人者。ドラッカー学会理事も務める。自らドラッカーのマネジメント手法を実践
できるノウハウとして体系化し、解りやすく指導し多数の経営者を開眼させている。創業期のベン
チャーから、公開企業に至るまで様々なステージの企業と、財務の視点に関わらず広い視点から「共に
考え行動（※）」している。（※事務所の経営理念で謳われている言葉 http : //www.satou-cpa.jp/）

●著作

『実践するドラッカー［思考編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［行動編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［チーム編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［事業編］』（ダイヤモンド社）
『実践するドラッカー［利益とは何か］』（ダイヤモンド社）
『ドラッカーを読んだら会社が変わった！』（日経BP社）
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内訳
年度 総数 道内客 道外客 外国人

宿泊客日帰り客 宿泊客 日帰り客 宿泊客
平成２５年度 ５，３１０ ４，６２９ ３，６４６ ９８３ ５６５ １２ ５５３ １１５
平成２６年度 ５，３７７ ４，６５４ ３，６５５ ９９９ ５６９ １３ ５５６ １５４
平成２７年度 ５，４７７ ４，６９３ ３，６８７ １，００６ ５７７ １３ ５６４ ２０８

観光入込客数（実人数）推移 単位：万人

北海道「北海道観光入込客数調査報告書」

訪日外国人来道者（実人数）の推移

北海道「北海道観光入込客数調査報告書」

近年、北海道を訪れる外国人観光客が増えています。北海道の豊かな自然、四季折々の景
観、新鮮で美味しい食事、心を癒す温泉などは外国人観光客にとって大きな魅力となってい
ます。今回は、十勝川温泉地区にアジア圏の観光客を呼び込もうと、シンガポールの旅行会
社をパートナー企業とし、新たな地域活性化事業に挑戦する「株式会社オークリーフ牧場」
の取り組みをご紹介します。

１．外国人来道者は過去最高

「平成２７年度北海道観光入込客数調査報告書（北海道）」によると、日帰りを含む観光入込客

は前年度比１．９％増の５，４７７万人と過去最高を更新しました。

牽引役は訪日外国人来道者で、前年度比３５．０％増の２０８万人となりました。一方、観光入込客

数の９６％を占める国内客は５，２７０万人と前年度比０．９％の伸びに止まりました。

訪日外国人来道者を国、地域別でみると、中国が５５万人と最も多く、前年度比６３．０％増加とな

りました。次いで台湾（５５万人・１５．９％増）、韓国（３０万人・４８．９％増）、香港（１７万人・３７．４％

増）が続き、アジア圏からの来道者が対前年比３６．６％増の１８５万人と全体の約９割を占めました。

圏域別の訪日外国人宿泊客延数では、札幌を中心とした道央圏が４４７万人と全体の７２．６％を占

め、ほぼ集中しています。

地方創生×北洋銀行

十勝の「食」と「観光」を世界に発信！
～オークリーフ牧場の取り組み～

株式会社北洋銀行 地域産業支援部
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内訳
宿泊客
数延数

訪日外国人
年度 総数 道内外別 日帰・宿泊別

宿泊客数
宿泊客
延数道内客 道外客 日帰客 宿泊客

平成２５年度 ９６７ ７３０ ２３７ ７９９ １６８ １９６ ８ １１
平成２６年度 ９９３ ７４８ ２４５ ８２５ １６８ １９８ ９ １３
平成２７年度 １，０３６ ７７４ ２６２ ８６６ １７０ １９６ １３ １８

十勝圏の観光入込客数（延人数） （単位：万人）

北海道十勝総合振興局「十勝管内入込客数について」

内訳
宿泊客延数

圏域 総数 道内外別 日帰・宿泊別
道内客 道外客 日帰客 宿泊客 うち訪日外国人

道央 ７，７９３ ５，７３３ ２，０６０ ６，５０５ １，２８９ ２，０２１ ４４７
道南 １，１９５ ６５０ ５４４ ８３４ ３６０ ４２７ ４８
道北 ２，２６９ １，４２３ ８４６ １，９２２ ３４７ ４４５ ７４

オホーツク ８７２ ５３４ ３３７ ７０６ １６５ １８７ １２
十勝 １，０３６ ７７４ ２６２ ８６６ １７０ １９６ １８

釧路・根室 ９１８ ６００ ３１８ ７４３ １７５ １９５ １７
合計 １４，０８２ ９，７１４ ４，３６８ １１，５７６ ２，５０６ ３，４７１ ６１６

平成２７年度 圏域別観光入込客数（延人数） （単位：万人）

北海道「北海道観光入込客数調査報告書（平成２７年度）」

２．十勝圏観光の現状

（１）観光入込客数は堅調に推移

平成２７年度の十勝圏における観光入込客数は前年度比４．３％増の１，０３６万人となり、初めて

１，０００万人を超えました。道外客の伸び率（前年度比７．２％増）が高く、特に外国人宿泊客数が前

年度に比べ約４５％増加しており、外国人来道者の増加を背景に観光入込客数は堅調に推移してい

ます。

（２）豊富な観光資源

十勝圏には、大雪山・日高山脈・十勝川・然別湖などの雄大な自然景観、十勝平野に展開する

広大な農村景観など、魅力的な景観資源が豊富にあります。

また、豊かな農業から生まれる農畜産物など食資源も豊富にあり、それらを加工した食品、料

理、スイーツなどは十勝の観光資源になっています。この他、ばんえい競馬などの馬文化、

ファームインなどのグリーンツーリズム、パークゴルフ・熱気球などスポーツ・アウトドアの観

光資源もあります。

（３）課題

平成２７年度圏域別観光入込客数（延人数）を見ると、十勝圏は他の圏域に比べて、道外客が少

ない実態が窺えます。これは、広いエリアに観光資源が点在し、それらの認知度が十分とは言え

ず、日帰りや通過型観光が主体となっているためと考えられます。

また、宿泊客数も伸び悩んでおり、インバウンドを含めた道外客の誘致、滞在型観光への取り

組み強化が観光振興の課題と言えます。農業・食などの観光資源を生かした地域ブランドづくり

への取り組みを行い、十勝の魅力を道外、海外へ向けて十分に発信することが求められます。
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【柏葉社長の農業への熱い思い】

・昭和５０年に家業を継いで就農開始。当初は効率・利益を第一とし、抗生物質を含
む飼料を使用。

・平成６年にログハウスを建てファームイン事業を開始。消費者との出会いを通し
て、効率追求から消費者重視の経営方針に転換。

⇒「消費者重視の経営とは何か？消費者の利益になることは何か？」と考え「健
康に育てた安全性の高い牛を消費者に届けること」の結論に至った。

・以後、餌の安全性へのこだわりを追及。抗生物質無添加、NON-GMO（非遺伝子組換え）の原料を
使用した飼料を使用。生産履歴の透明性にもこだわり、詳細情報を独自に公開。

・安全はコストに優先。安心、安全な牛を育てることが、消費者の利益にもつながり、肉に付加価値
が付くことで、結果的に利益として生産者に還元されるビジネスモデルを確立。

・また、海外市場の開拓にも取り組み、アジア圏における十勝の農産物の高評価を実感。食と観光に
力を入れていけば、十勝の魅力は世界に通用するとの思いが膨らむ。

・再生事業により生まれ変わる十勝川温泉街を舞台に、十勝の食材と料理を堪能できるレストラン開
業を計画。十勝の「食」と「観光」の魅力を国内外に発信することを決意。

・平成２８年４月、インバウンド誘客を目指し、シンガポールの旅行会社「FOLLOW ME JAPAN
PTE.LTD」と共同出資によりウイシア株式会社を設立。

【十勝川温泉中心市街地再生事業】

・十勝川温泉地区における宿泊客延数は平成８年度の７０万人をピークに減少傾向が続き、平成２４年度
には４５万人まで落ち込んだ。

・温泉街には廃墟化したホテル、空き店舗、空き地が目立ち、寂れた印象の街並みに陥っており、温
泉市街地中心部の賑わいと活力を取り戻すことが課題であった。

・平成２５年から音更町と十勝川温泉旅館協同組合が連携協力して再生事業を検討。新たな拠点施設と
して、ホテルの跡地に多目的施設「ガーデンスパ十勝川温泉」の建設を決定。

・平成２８年１２月、「ガーデンスパ十勝川温泉」オープン。

外観 レストラン等

生まれ変わる十勝川温泉街から十勝の食と観光を世界に発信

【オークリーフ牧場グループ】（代表 柏葉晴良）
株式会社オークリーフ牧場は、昭和２年創業の十勝を代表する肉用牛の素牛育成
牧場で、年間出荷頭数は約３，８００頭に上る。
グループ会社に、肉用牛の肥育を行う有限会社ＨＡオークリーフファーム、焼肉
店を経営する株式会社未楽来がある。

【音更町の概要】 ・音更町は北海道の東部、十勝平野のほぼ中央に位置する人口45千人の自然豊
かな町で、小麦、ビート、馬鈴薯、豆類の生産が中心。また、帯広市のベット
タウンとして発展し、北海道の町村で全道一の人口を誇る。
・世界でも珍しい北海道遺産のモール温泉が湧く「十勝川温泉」は、十勝を代表
する観光地。

音更町

３．事例紹介
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FOLLOWME JAPAN PTE.LTD

【事業モデル図】

４．おわりに

北海道には、地域の特性を活かした農林水産資源が豊富にあり、農業分野では、生乳、小麦、

大豆等多くの品目の生産で高いシェアを有し、農業産出額は全国一です。

また、観光分野では、国立・国定公園数、温泉地数が全国一であり、多くの観光客が北海道特

有の四季折々の自然、食、温泉等を楽しんでいます。

本事例の舞台となる十勝は北海道を代表する農業地域であり、「食」の宝庫です。また、十勝

には、雄大な自然、温泉など観光資源も数多くあり、観光地としてインバウンドを呼び込む素地

があります。本事例は、十勝の「食」と「観光」の連携による地域ブランドづくり、観光地づく

りへの取り組みであり、まさに地方創生に繋がる地域活性化事業と言えます。
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経済コラム 北斗星

「国立アイヌ民族博物館」への期待
「北海道に国立のアイヌ民族博物館が出来る」。このニュースを聞いて、軽い興奮を覚え

たことを今でもよく覚えている。平成２４年７月に政府は「民族共生の象徴となる空間」の基

本構想を決定した。その後、平成２７年７月には国立のアイヌ文化博物館（仮称）、本年４月

には国立の民族共生公園の基本計画がそれぞれ決定された。設置場所は、現在、アイヌ民族

博物館が存在する白老町のポロト湖畔で、東京オリンピック・パラリンピックの開催される

平成３２年の一般公開を目指している。博物館や公園などの施設を総称して「民族共生象徴空

間」（象徴空間と略称）と名付けられているが、象徴空間は、アイヌの歴史・伝統・文化等の

承継・創造を行うとともに、国内外の多くの人々にアイヌに関する理解を深めて頂くための

拠点とすることを目的としている。

地方に存在する国立博物館としては、福岡県の太宰府市にある「九州国立博物館」が良く

知られている。同博物館設立のため、昭和４３年に官民一体の設置期成会が発足し、以後、長

年にわたり誘致運動が展開された。平成６年６月に政府が調査研究委員会を設置し、平成１７

年１０月にようやく国立博物館の開館となった。その経緯と比較すると、北海道の象徴空間

は、正に超特急のスピードでの実現である。北海道の場合、九州と比較して地元の熱意に不

足はないか、いささか気になっていたところ、去る１１月９日、北海道庁の呼びかけで、「民

族共生象徴空間交流促進官民応援ネットワーク」（応援ネットワークと略称）という組織が発

足した。この組織は、いわばオール北海道で、アイヌ文化の創造発展と道内経済の活性化・

地域創生の好循環を図ることを目的としている。政府は、白老の象徴空聞に年間１００万人の

来場者を確保するとの目標を掲げており、当面、応援ネットワークはこの目標達成のため

に、観光施策などとも絡め国内外への強力な情報発信を行っていく方針だ。

私が、アイヌ民族とその文化に関心を持つようになったのは、１２年前、北海道に移り住ん

で間もないころのことである。「北海道には、弥生時代がない」という話を聞いて、これまで

全くその歴史を知らなかったことに強い衝撃を受けた。これを契機に北海道の歴史を勉強す

るうち、アイヌ民族とその文化に自然と関心を抱くようになった。私の本棚には、「アイヌ

神謡集」（知里幸恵編）、「アイヌ文学」（知里真志保著）、「アイヌ わが人生」（貝澤正著）、「ア

イヌの碑」（萱野茂著）、「二つの風の谷（アイヌコタンでの日々）」（本田優子著）、「アイヌ文

様の美」（北海道立近代美術館編）などアイヌ関係の本が２０冊ほど並んでいる。

先住民族が他民族の圧迫のもとで苦しんだ例は多い。アイヌ民族もその例外ではない。

１８７８年（明治１１年）に「蝦夷」を旅したイギリスの女性旅行作家イザベラ・バードは、その

著書「日本紀行」において、「アイヌが日本文化との接触から益より害をたっぷりと受けて

いることは明らかです」と記している。真の民族共生は、我々一人一人が先ずアイヌ民族の

歴史的哀しみを知ることから始まる。私は、この意味で「国立アイヌ民族博物館」の果たす

べき役割と機能に、特別の関心を持つと同時に大きな期待を寄せている。

（平成２８年１２月１０日 北洋銀行会長 横内 龍三）
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【全体概要】
・１０月の販売額は、７，３３２万円（前年同月比▲４．９％）、来店客１９４，７１７人（同＋１．１％）、客単価
１，５１６円（同＋２．２％）。台風等の天候の影響により物販及び催事の売上が全体的に減少した
が、一方で軽飲食（ソフトクリームなど）は上期から引き続き好調である。また、催事として
フェア（秋の感謝祭）を開催。期間限定販売の菓子類や広告掲載商品の水産品の売れ行きが好
調だった。
・４～１０月の累計では、販売額は５億２，２１９万円（前年比▲１．１％）。部門別では、菓子類（同＋
８．７％）、酒類（同＋７．１％）が好調であったが、水産加工品（同▲１３．０％）、農産品（同▲
１３．７％）は前年を下回っている。

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 釧路 道東産 炭焼きさんま丼 ２７０ １，６６９ ４５０，６３０
２ 石狩 塩たらこ 切子 １，０００ ４０８ ４０４，４００
３ 渡島 いか森っ子めし２P ６０３ ６５８ ３１１，８９２
４ 石狩 鮭のルイベ漬１８０g １，１００ ３０３ ３０３，０００
５ 石狩 秋鮭ねぎ味噌漬 ６００ ４８８ ２７９，７３２

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 空知 特上ラム ４００g ９８２ ５２８ ５１８，４９６
２ 石狩 じゃが豚 ９４８ ２４１ ２２８，４６８
３ 十勝 ちほく高原ベーコン ８００ ２２３ ２１０，８００
４ 空知 長沼ロースジンギスカン ７８０ １９５ １５２，１００
５ 石狩 ラム肩ロース １，１５７ ８９ １０２，９７３

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 ハスカップの実 冷凍 ２，０００ ５６ １１２，０００
２ 石狩 わさびの達人 ７１４ １４５ １０３，５３０
３ オホーツク 新海クローバー ３，６５０ ２８ １０２，２００
４ 石狩 全粒きな粉 １１０ ７４９ ８９，８８０
５ 石狩 韃靼そば茶 １，０００ ６６ ６６，０００

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 渡島 トラピストバター １，１４２ １５６ １７８，１５２
２ 石狩 ソフトカツゲン １８０ ７４１ １３３，３８０
３ 空知 もっちもチーズ ３２０ ４０４ １２９，２８０
４ 胆振 カチョカバロ ピッコロ ６３０ １８４ １１５，９２０
５ 胆振 夢民舎のさけるチーズ ３５０ ３１９ １１１，６５０

No. 振興局 品名 単価（円） 数量 金額（円）
１ 石狩 ポテトチップチョコレート オリジナル ７２０ １，６９１ １，２１７，５２０
２ 石狩 ポテトチップチョコレート マイルドビター ７２０ ７８７ ５６６，６４０
３ 石狩 ナッティバーチョコレート １，０００ ５０３ ５０３，０００
４ 十勝 三方六 プレーン ５８３ ８４６ ４９３，２１８
５ 後志 マロンコロン １８１ ２，５８８ ４６８，４２８

＜有楽町店＞ 東京都千代田区有楽町２丁目１０‐１ 東京交通会館１階
＜資料出典＞ 北海道どさんこプラザ ホームページ

http : //www.dosanko-plaza.jp/support/index.html
＜問い合わせ先＞ 北海道経済部食関連産業室マーケティンググループ TEL：０１１‐２０４‐５７６６

北海道どさんこプラザマーケット情報 有楽町店 【平成２８年１０月分】

（１）水産品 【１，４２０万円】

（２）畜産加工品 【３３７万円】

（３）農産品 【２０９万円】

（４）乳製品 【３９７万円】

（５）菓子類 【１，９９７万円】

ｏ．２４６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２９　　　　　マーケット情報  2016.12.19 17.26.46  Page 29 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２４年度 ９９．６ △１．９ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．１ △３．０
２５年度 １０１．３ １．７ ９８．９ ３．２ １０１．５ １．２ ９８．７ ２．９ ９９．０ △３．７ ９８．９ △１．２
２６年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２７年度 ９４．８ △２．６ ９７．４ △１．０ ９５．６ △０．５ ９６．３ △１．２ １００．６ △３．３ １０６．８ １．８

２７年７～９月 ９５．４ ０．２ ９７．０ △１．０ ９５．７ △１．４ ９６．２ △０．７ １０１．３ △０．８ １１３．３ △０．５
１０～１２月 ９４．２ △１．３ ９７．１ ０．１ ９４．９ △０．８ ９６．６ ０．４ １００．３ △１．０ １１２．７ △０．５

２８年１～３月 ９３．３ △１．０ ９６．１ △１．０ ９２．９ △２．１ ９４．７ △２．０ １０３．５ ３．２ １１５．４ ２．４
４～６月 ９３．１ △０．２ ９６．３ ０．２ ９２．３ △０．６ ９４．９ ０．２ １０３．６ ０．１ １１３．９ △１．３
７～９月 ９４．６ １．６ ９７．６ １．３ ９４．２ ２．１ ９５．６ ０．７ ９８．１ △５．３ １１０．９ △２．６

２７年 １０月 ９４．６ ０．１ ９８．２ １．２ ９４．５ △０．３ ９８．６ ２．６ １００．９ △０．４ １１１．９ △１．２
１１月 ９４．４ △０．２ ９７．１ △１．１ ９５．５ １．１ ９６．２ △２．４ １００．３ △０．６ １１２．３ ０．４
１２月 ９３．７ △０．７ ９５．９ △１．２ ９４．７ △０．８ ９４．９ △１．４ １００．３ ０．０ １１２．７ ０．４

２８年 １月 ９３．２ △０．５ ９８．３ ２．５ ９２．４ △２．４ ９６．８ ２．０ １０３．０ ２．７ １１２．４ △０．３
２月 ９２．６ △０．６ ９３．２ △５．２ ９０．７ △１．８ ９２．８ △４．１ １０３．３ ０．３ １１２．２ △０．２
３月 ９４．２ １．７ ９６．７ ３．８ ９５．７ ５．５ ９４．５ １．８ １０３．５ ０．２ １１５．４ ２．９
４月 ９３．９ △０．３ ９７．２ ０．５ ９３．９ △１．９ ９６．０ １．６ １０５．０ １．４ １１３．４ △１．７
５月 ９０．１ △４．０ ９４．７ △２．６ ９０．２ △３．９ ９３．５ △２．６ １０２．９ △２．０ １１３．９ ０．４
６月 ９５．４ ５．９ ９６．９ ２．３ ９２．８ ２．９ ９５．１ １．７ １０３．６ ０．７ １１３．９ ０．０
７月 ９５．３ △０．１ ９６．５ △０．４ ９３．７ １．０ ９５．８ ０．７ １０２．９ △０．７ １１１．２ △２．４
８月 ９２．９ △２．５ ９７．８ １．３ ９２．７ △１．１ ９４．７ △１．１ １０１．２ △１．７ １１１．５ ０．３
９月 ９５．６ ２．９ ９８．４ ０．６ ９６．３ ３．９ ９６．４ １．８ ９８．１ △３．１ １１０．９ △０．５
１０月 p９３．５ △２．２ ９８．４ ０．０ p９３．２ △３．２ ９８．３ ２．０ p９５．８ △２．３ １０８．６ △２．１

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５２△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５９ △０．６
２５年度 ９７７，３５３ ２．９ ２０１，４３９ ２．４ ２１８，６０１ ３．３ ６８，９３０ ３．７ ７５８，７５２ ２．８ １３２，５０８ １．８
２６年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２７年度 ９６１，５５４ ３．３ １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ １３１，４７７ ３．３

２７年７～９月 ２３０，５４９ ２．７ ４８，２２８ ２．８ ４９，５３５ ０．７ １５，９６４ ２．１ １８１，０１４ ３．２ ３２，２６４ ３．２
１０～１２月 ２５７，６１５ ２．２ ５３，４８７ １．３ ５９，６０８ △１．０ １９，３１４ ０．１ １９８，００７ ３．０ ３４，１７３ １．７

２８年１～３月 ２３４，６８５ ３．９ ４８，２６３ １．７ ５３，０４４ △１．９ １６，６１２ △２．０ １８１，６４１ ５．５ ３１，６５１ ３．５
４～６月 ２２８，３０５ ０．６ ４７，１１０△０．９ ４６，２９０ △３．６ １５，３２０ △４．５ １８２，０１５ １．７ ３１，７９０ ０．９
７～９月 ２３３，７５９ １．４ ４７，４５５△１．６ ５０，４８５ １．９ １５，３７８ △３．７ １８３，２７４ １．２ ３２，０７７ △０．６

２７年 １０月 ７６，８６４ ３．０ １６，０７２ ４．０ １７，３６９ ０．１ ５，４９６ ３．８ ５９，４９５ ３．７ １０，５７６ ４．０
１１月 ７８，１４９ ０．１ １６，４９０△０．８ １７，７９２ △３．９ ５，９９２ △２．９ ６０，３５７ １．１ １０，４９９ ０．１
１２月 １０２，６０２ ３．３ ２０，９２５ ０．９ ２４，４４６ ０．５ ７，８２６ △０．１ ７８，１５５ ３．９ １３，０９９ １．２

２８年 １月 ８０，７４４ ５．１ １６，９１３ ２．１ １８，５３３ △０．１ ５，８６９ △２．１ ６２，２１１ ６．４ １１，０４４ ４．３
２月 ７２，９０８ ４．７ １４，８８６ ３．３ １５，８０８ △３．３ ４，９１２ △０．３ ５７，１００ ６．９ ９，９７４ ５．０
３月 ８１，０３３ ２．２ １６，４６３△０．２ １８，７０３ △２．５ ５，８３１ △３．２ ６２，３３０ ３．４ １０，６３３ １．３
４月 ７５，５２３ １．２ １５，４５６△０．１ １５，０８１ △３．６ ５，０１２ △４．０ ６０，４４３ ２．５ １０，４４３ １．９
５月 ７７，１５２△０．６ １５，９７８△１．９ １５，６０３ △４．６ ５，１２５ △５．４ ６１，５４９ ０．５ １０，８５４ △０．１
６月 ７５，６２９ １．３ １５，６７５△０．７ １５，６０６ △２．５ ５，１８３ △３．９ ６０，０２３ ２．３ １０，４９２ ０．９
７月 ８１，２１９ ２．４ １７，２１０ ０．９ １８，４０７ １．９ ６，１６５ △０．４ ６２，８１２ ２．６ １１，０４５ １．６
８月 ７８，２６２△１．２ １５，５４１△３．２ １５，２９０ △３．２ ４，５２９ △６．３ ６２，９７２ △０．６ １１，０１２ △１．９
９月 ７４，２７９ ３．１ １４，７０５△２．７ １６，７８８ ７．２ ４，６８４ △５．２ ５７，４９０ １．９ １０，０２０ △１．５
１０月 ７８，０７４ １．６ １５，９６６△０．７ １６，１１３ △７．２ ５，２４５ △４．６ ６１，９６２ ４．１ １０，７２０ １．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１月号

ｏ．２４６（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０３０～０３３　主要経済指標　※項目増  2016.12.19 17.27.41  Page 30 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２４年度 － － － － － － － － － － － －
２５年度 － － － － － － － － － － － －
２６年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２７年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ ５４，６７０ ９．０ １３１，５８９ ２．４ ３３，１５８ ２．０

２７年７～９月 ３４，０７２ ７．０ １１，０５０ ３．８ ５９，０４４ ９．４ １３，７２６ ７．８ ３２，７１４ ２．９ ８，２７２ ２．６
１０～１２月 ３６，９７５ ２．８ １０，９８３△１．８ ５８，４８７ １０．６ １３，９８２ ７．５ ３６，８０９ ０．７ ８，８４１ △０．５

２８年１～３月 ３６，５０６ ４．４ １０，５４４△１．７ ５８，５９６ １１．８ １３，５８２ ８．５ ２５，３３１ １．８ ７，２９５ ２．０
４～６月 ３０，１７６ ３．１ ９，６９７△０．１ ５８，６１２ ９．２ １４，１８２ ６．０ ３６，６８３ △０．１ ８，８１６ ０．８
７～９月 ３４，０３１△０．１ １０，７０４△３．１ ６２，１１１ ５．２ １４，３５２ ４．６ ３２，５４０ △０．５ ８，１８５ △１．０

２７年 １０月 １０，４９８ ４．３ ３，０５０ ２．０ １９，１６１ １１．１ ４，５５１ ９．７ １１，３８６ ３．１ ２，７４９ ４．２
１１月 １１，２５５△３．０ ３，３５８△３．７ １９，１９８ １０．８ ４，４３２ ７．３ １１，５３７ ０．９ ２，７１６ △２．３
１２月 １５，２２２ ６．６ ４，５７５△２．８ ２０，１２８ １０．０ ５，０００ ５．７ １３，８８６ △１．３ ３，３７６ △２．７

２８年 １月 １３，０８８ １０．２ ３，７３７ ３．２ ２０，４５５ ８．１ ４，４４７ ８．０ ８，６３６ ３．８ ２，４３１ ３．１
２月 ９，８９８ ３．７ ２，９８９△１．２ １９，６１３ １３．９ ４，４３６ １０．８ ７，２２７ ３．７ ２，２３４ ２．３
３月 １３，５２０△０．３ ３，８１８△６．３ １８，５２８ １３．８ ４，６９８ ６．８ ９，４６８ △１．３ ２，６３０ ０．９
４月 １０，３３５ ５．５ ３，１３７△０．９ １９，２２３ １２．７ ４，６２５ ９．５ １１，６８２ ０．０ ２，９４９ ３．３
５月 ９，８７２ ０．５ ３，２２４△２．１ １９，０２８ ７．２ ４，７９４ ３．８ １４，０１１ １．５ ３，１４８ △１．４
６月 ９，９６９ ３．４ ３，３３６ ２．６ ２０，３６１ ７．８ ４，７６３ ４．９ １０，９９０ △２．３ ２，７１９ ０．７
７月 １１，５８０ ３．４ ４，２０２ １．６ ２０，７１０ ５．８ ４，９８５ ５．９ １１，５１１ △１．１ ２，９３５ ３．７
８月 １１，５３５△５．４ ３，３８３△１１．１ ２１，３７３ ５．０ ４，８４１ ３．５ １１，０９９ △１．２ ２，７８２ △２．８
９月 １０，９１６ ２．２ ３，１１９ ０．３ ２０，０２８ ４．９ ４，５２７ ４．２ ９，９３０ ０．９ ２，４６９ △４．３
１０月 １０，９０６ ３．９ ３，１２４ ２．４ ２０，０７８ ４．８ ４，７３８ ４．１ １１，１９３ △１．７ ２，７３９ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ ２７６，３８１ ８．１ ２８７，７０１ １．３ １１，７２２ ８．６ ４８３ ３７．６
２５年度 ５１１，４７２ ２．６ １００，１７８ ５．０ ２５９，００５ △６．３ ２９３，４４８ ２．０ １２，２６８ ４．７ ６８２ ４１．３
２６年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２７年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６

２７年７～９月 １４６，９１８ ３．３ ２９，１８２ ５．３ ２４８，９１１ ０．０ ２８１，９７９ １．０ ３，８９６ ２．８ ３２４ ３０．７
１０～１２月 １３７，８５２ ２．６ ２８，１９２ ５．１ ２７０，６２６ ４．４ ２９１，３０８ △３．０ ３，１０８ ４．８ ３０８ ３０．７

２８年１～３月 １２６，８５５ ２．４ ２６，６７３ ５．２ ２５０，０７２ △１．６ ２８３，８７９ △２．５ ２，８７９ ５．８ ３７６ ３０．７
４～６月 １３４，７８９ １．１ ２８，２２０ ３．６ ２４７，１９８ △１．４ ２８０，６００ △１．６ ３，２００ ８．８ ２５５ ８．４
７～９月 １４８，９２２ １．４ ３０，２６３ ３．７ ２４３，１０２ △２．３ ２７３，８４１ △２．９ ４，１１１ ５．５ ３６２ １１．５

２７年 １０月 ４６，４３１ ３．８ ９，４８４ ６．１ ２５６，３７２ △１．９ ２８２，４０１ △２．１ １，１５４ ３．９ ９６ ３０．４
１１月 ４３，８７８ ２．１ ８，９９０ ４．２ ２６２，５６６ １４．４ ２７３，２６８ △２．５ ９５９ ３．４ ７７ ２１．９
１２月 ４７，５４３ ２．０ ９，７１８ ５．１ ２９２，９３９ ２．２ ３１８，２５４ △４．２ ９９４ ７．２ １３５ ３６．４

２８年 １月 ４２，５５１ １．６ ８，８４９ ４．８ ２５１，２９６ ０．９ ２８０，９７３ △３．１ ９１４ ７．７ １３９ ４６．７
２月 ４０，２４７ ４．９ ８，４５３ ７．６ ２３６，１６９ ０．６ ２６９，７７４ １．６ ９３４ ４．４ １４１ ２７．５
３月 ４４，０５７ １．１ ９，３７１ ３．５ ２６２，７５０ △５．８ ３００，８８９ △５．３ １，０３２ ５．６ ９５ １６．６
４月 ４３，１１４ ０．８ ９，１９０ ４．５ ２５６，１８９ △１．２ ２９８，５２０ △０．７ ９３５ １３．７ ７５ ８．１
５月 ４６，２８３ １．４ ９，５９３ ２．６ ２４３，９０３ △３．１ ２８１，８２７ △１．６ １，０９８ ６．１ ８４ △１．２
６月 ４５，３９２ １．０ ９，４３６ ３．８ ２４１，５０３ ０．２ ２６１，４５２ △２．７ １，１６７ ７．８ ９６ １８．５
７月 ５０，４４４ ０．０ １０，４１６ ３．８ ２４２，４３８ △０．３ ２７８，０６７ △０．９ １，３０３ ６．７ １４３ １０．０
８月 ５１，４１７ ２．１ １０，２９５ ３．４ ２４１，９９４ １．０ ２７６，３３８ △５．１ １，４７６ ５．１ １２２ ７．２
９月 ４７，０６１ ２．０ ９，５５２ ４．０ ２４４，８７４ △７．２ ２６７，１１９ △２．６ １，３３２ ４．８ ９７ ２０．２
１０月 ４８，２４８ ３．９ ９，８９３ ４．３ ２６６，５９８ ４．０ ２８１，９６１ △０．２ １，２１４ ５．２ p １１５ １９．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ １，６４７ ７．０ ４４，５５９ １０．０ ８７，０２６ △３．０
２５年度 ３４，９６７ △１．６ ９，８７３ １０．６ １，９１０ １６．０ ４７，６７９ ７．０ ９７，０３０ １１．５
２６年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．６ ９７，８０５ ０．８
２７年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，２７８ △１．６ １０１，８３８ ４．１

２７年７～９月 １０，２４０ １６．０ ２，３６４ ６．２ ６２２ ２６．１ １１，５２７ １．５ ２４，５２７ △０．９
１０～１２月 ９，２２７ △４．１ ２，３２３ △０．７ ３４８ １３．４ １０，５１７ △８．１ ２２，８９８ ２．１

２８年１～３月 ５，４１４ １１．４ ２，１６４ ５．５ ２８９ △１４．６ １０，２０５ △２．９ ２８，８３２ ３．４
４～６月 １０，７０６ １３．３ ２，４７１ ４．９ ５８０ １５．３ １１，９７６ △０．４ ２３，９１３ △６．５
７～９月 １０，７０７ ４．６ ２，５３１ ７．１ ５８６ △５．８ １１，８１１ ２．５ ２６，１３０ ６．５

２７年 １０月 ３，３１３ △３．１ ７７２ △２．５ １６９ ４６．０ ３，７２６ △２０．２ ７，６９７ １０．３
１１月 ３，１５５ △８．９ ７９７ １．７ １００ ８．９ ３，３２９ △５．５ ６，６８６ １．２
１２月 ２，７５９ ０．９ ７５５ △１．３ ７９ △２０．５ ３，４６２ ６．５ ８，５１６ △３．６

２８年 １月 １，１８６ １７．１ ６７８ ０．２ ５６ △９．０ ３，０５９ △１１．９ ７，２９５ ８．４
２月 １，５７８ ０．９ ７２８ ７．８ ６２ △７１．３ ３，５５８ △１２．４ ７，３６１ △０．７
３月 ２，６５０ １６．０ ７５７ ８．４ １７１ １８５．４ ３，５８９ ２０．７ １４，１７７ ３．２
４月 ３，５６６ ４．８ ８２４ ９．０ １３６ △２６．５ ３，２７９ △２３．２ ７，７２１ △８．２
５月 ３，６８４ ３２．９ ７８７ ９．８ １７９ ８．６ ４，４８４ １５．０ ６，７５７ △１１．７
６月 ３，４５６ ５．６ ８６０ △２．５ ２６５ ７３．４ ４，２１３ ９．１ ９，４３６ △０．９
７月 ３，３４３ △１．７ ８５２ ８．９ １７６ △２．７ ３，３４４ △２０．６ ７，８０４ ５．２
８月 ３，９３１ １３．９ ８２２ ２．５ １９８ △１１．７ ４，４５９ ２１．３ ７，３４４ １１．６
９月 ３，４３３ １．３ ８５６ １０．０ ２１２ △２．２ ４，００８ １０．１ １０，９８２ ４．３
１０月 ３，９９５ ２０．６ ８７７ １３．７ ２１０ ２４．６ ３，５１７ △５．６ ７，２６２ △５．６

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７
２５年度 １９８，９８１ １２．５ ５５，５４１ １３．０ ６９，６１５ １．６ ７３，８２５ ２４．８ ４，８３６，７４６ ９．０
２６年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２７年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６

２７年７～９月 ４３，３１５ △７．０ １３，７０８ △０．４ １６，４０９ ２．９ １３，１９８ △２１．７ １，０２７，０３６ △７．０
１０～１２月 ３５，０３２ △８．５ １１，１７４ ７．２ １１，９２３ △３．２ １１，９３５ △２３．２ ９３７，１０１ △８．９

２８年１～３月 ４８，０７５ △５．２ １７，７４９ １５．５ １４，３９８ △９．９ １５，９２８ △１７．６ １，２４３，５７６ △７．５
４～６月 ４２，６０２ ０．７ １４，９０２ １８．９ １６，０３０ △３．８ １１，６７０ △１０．９ ８８９，０７９ △２．１
７～９月 ４４，３６４ ２．４ １５，３４３ １１．９ １５，６８７ △４．４ １３，３３４ １．０ １，０２４，４４１ △０．３

２７年 １０月 １２，２８５ △５．９ ３，６５２ △０．３ ４，４３４ △１．４ ４，１９９ △１４．３ ３１５，１９０ △４．０
１１月 １１，９１９ △７．０ ３，５５７ △０．１ ４，１６８ ０．５ ４，１９４ △１８．０ ３１４，０５２ △７．６
１２月 １０，８２８ △１２．７ ３，９６５ ２３．９ ３，３２１ △９．６ ３，５４２ △３６．０ ３０７，８５９ △１４．６

２８年 １月 １１，６８７ ３．７ ４，５３２ ５０．３ ３，３３８ △１４．３ ３，８１７ △１２．４ ３２８，９９４ △４．４
２月 １３，３７３ △２．４ ４，８１４ １９．６ ３，８４７ △９．９ ４，７１２ △１２．９ ３８２，１１４ △７．５
３月 ２３，０１５ △１０．５ ８，４０３ ０．９ ７，２１３ △７．８ ７，３９９ △２２．６ ５３２，４６８ △９．３
４月 １３，５９３ ３．８ ４，３８５ ８．５ ５，３９３ ３．４ ３，８１５ △０．５ ２６９，２５０ ２．２
５月 １２，２４９ △１．２ ４，２１８ １７．２ ４，２５２ △９．３ ３，７７９ △８．０ ２７５，５０５ △１．４
６月 １６，７６０ △０．２ ６，２９９ ２８．９ ６，３８５ △５．５ ４，０７６ △２１．０ ３４４，３２４ △５．６
７月 １６，３１８ △２．４ ５，３９７ ２．４ ６，５４０ △９．０ ４，３８１ ３．０ ３４８，１６２ △２．２
８月 １２，２５３ ９．９ ４，１９６ １９．７ ４，５１２ ９．５ ３，５４５ ０．７ ２７９，３７４ ２．９
９月 １５，７９３ ２．２ ５，７５０ １６．６ ４，６３５ △９．２ ５，４０８ △０．３ ３９６，９０５ △０．７
１０月 １２，４１４ １．１ ４，２４３ １６．２ ４，１５３ △６．３ ４，０１８ △４．３ ３１４，７０５ △０．２

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０１７年１月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２４年度 ７７６，４３６ ３．６ １２３，８２０ １０．３ ０．５７ ０．７４ ２４，９４３ ９．６ ６６２，７２８ １０．０ ５．１ ４．３
２５年度 ９４７，７８５ ２２．１ １４５，７１１ １７．７ ０．７４ ０．８７ ２８，４６４ １４．１ ７１０，１４６ ７．２ ４．５ ３．９
２６年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２７年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３

２７年７～９月 ２１５，６６１ △１８．９ ３８，２２５ △８．０ ０．９９ １．０８ ３１，５７８ ５．０ ７６０，５２３ ３．１ ３．３ ３．４
１０～１２月 ９６，７２７ △４．３ ２９，３３６ △４．０ １．０２ １．１７ ２８，７８４ ５．４ ７４３，８９５ ６．７ ３．４ ３．１

２８年１～３月 ９５，９８２ １１．２ ２６，８９７ １．２ ０．９９ １．２２ ３２，７６７ １．５ ８３６，１５０ ５．０ ３．８ ３．２
４～６月 ４００，５７６ １０．５ ４７，０３２ ４．０ ０．９５ １．１２ ３２，２４１ ２．１ ７８２，６８６ ６．２ ３．４ ３．３
７～９月 ２２０，１５６ ２．１ ４０，８０７ ６．８ １．０７ １．２２ ３２，６６９ ３．５ ８０５，３７３ ５．９ ３．９ ３．１

２７年 １０月 ４６，５１９ △１１．６ １２，５３０ △４．８ １．０２ １．１３ ３３，７４３ ４．８ ８４３，３５５ ５．３ ↑ ３．１
１１月 ３４，２７５ ３６．８ ８，７２０ ３．３ １．０２ １．１７ ２７，５９４ ６．６ ７１８，０６０ ９．２ ３．４ ３．２
１２月 １５，９３２ △３１．７ ８，０８６ △９．６ １．０１ １．２１ ２５，０１６ ４．９ ６７０，２７０ ５．７ ↓ ３．１

２８年 １月 ５，８２８ △５１．８ ６，５３５ △２．６ ０．９９ １．２３ ３１，９０９ △０．２ ８４６，２８２ １．３ ↑ ３．２
２月 ６，５３０ △５４．２ ６，９６８ △２．２ ０．９９ １．２３ ３３，１８５ ６．１ ８４３，７１１ ８．７ ３．８ ３．２
３月 ８３，６２３ ３９．３ １３，３９５ ５．０ ０．９７ １．２１ ３３，２０８ △１．１ ８１８，４５８ ５．３ ↓ ３．３
４月 １５２，０１８ １．９ ２０，３０１ １０．６ ０．９２ １．１２ ３４，２４７ １．４ ８００，６１８ ３．５ ↑ ３．４
５月 １３６，７２９ ３０．２ １１，４５３ １．４ ０．９５ １．１１ ３０，５９９ ３．１ ７４９，６６０ １０．０ ３．４ ３．２
６月 １１１，８２８ ３．３ １５，２７８ △１．８ ０．９９ １．１４ ３１，８７６ １．８ ７９７，７８０ ５．５ ↓ ３．１
７月 ９６，９８８ １．６ １３，６１８ △６．９ １．０５ １．１８ ３３，４５０ △１．３ ７９４，４２６ △０．５ ↑ ３．０
８月 ６９，０９６ １２．７ １２，４７３ １２．０ １．０７ １．２２ ３１，４６０ ４．１ ７８８，８３３ ９．６ ３．９ ３．２
９月 ５４，０７１ △８．１ １４，７１６ １８．１ １．１０ １．２６ ３３，０９６ ８．０ ８３２，８６１ ９．１ ↓ ３．０
１０月 ４２，１８９ △９．３ １１，２７３ △１０．０ １．０９ １．２８ ３２，８６４ △２．６ ８４０，９５３ △０．３ － ２．９

資料 北海道建設業信用保証�ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２７年＝１００ 前 年 同
月比（％）２７年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２４年度 ９６．３ ０．０ ９６．５ △０．２ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８ ８３．０８ １２，３９８
２５年度 ９７．５ １．２ ９７．２ ０．８ ３３３ △２２．９ １０，５３６ △１０．１ １００．２３ １４，８２８
２６年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２７年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９

２７年７～９月 １００．２ △０．５ １００．１ △０．２ ７７ ５．５ ２，０９２ △１４．１ １２２．２３ １７，３８８
１０～１２月 １００．１ △０．７ １００．１ △０．１ ５９ ０．０ ２，１５２ △３．２ １２１．４８ １９，０３４

２８年１～３月 ９８．７ △０．８ ９９．５ △０．１ ６８ △１７．１ ２，１４４ △５．６ １１５．４５ １６，７５９
４～６月 ９９．４ △０．８ ９９．８ △０．４ ６３ ３．３ ２，１２９ △７．３ １０８．１７ １５，５７６
７～９月 ９９．４ △０．９ ９９．６ △０．５ ７４ △３．９ ２，０８７ △０．２ １０２．４０ １６，４５０

２７年 １０月 １００．２ △０．６ １００．１ △０．１ ２２ ０．０ ７４２ △７．２ １２０．０６ １９，０８３
１１月 １００．２ △０．５ １００．１ ０．１ １５ ７．１ ７１１ △３．３ １２２．５４ １９，７４７
１２月 ９９．９ △０．７ １００．０ ０．１ ２２ △４．３ ６９９ １．８ １２１．８４ １９，０３４

２８年 １月 ９８．８ △０．８ ９９．５ △０．１ １９ △１７．４ ６７５ △６．３ １１８．２５ １７，５１８
２月 ９８．６ △０．６ ９９．４ ０．０ ２２ １０．０ ７２３ ４．４ １１５．０２ １６，０２７
３月 ９８．８ △０．９ ９９．５ △０．３ ２７ △３０．８ ７４６ △１３．１ １１３．０７ １６，７５９
４月 ９９．３ △０．８ ９９．８ △０．４ ２３ △４．２ ６９５ △７．１ １０９．８８ １６，６６６
５月 ９９．４ △０．８ ９９．９ △０．４ １８ １２．５ ６７１ △７．３ １０９．１５ １７，２３５
６月 ９９．５ △０．７ ９９．８ △０．４ ２２ ４．８ ７６３ △７．４ １０５．４９ １５，５７６
７月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ３０ ３．４ ７１２ △９．５ １０３．９０ １６，５６９
８月 ９９．３ △１．０ ９９．６ △０．５ ２２ △１５．４ ７２６ １４．９ １０１．２７ １６，８８７
９月 ９９．５ △０．７ ９９．６ △０．５ ２２ ０．０ ６４９ △３．６ １０２．０４ １６，４５０
１０月 ９９．６ △０．６ ９９．８ △０．４ ２２ ０．０ ６８３ △８．０ １０３．８２ １７，４２５

資料 総務省 �東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ３３ ― ほくよう調査レポート ２０１７年１月号
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